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原発は全体の
7
割
) (
■電源三法交付金とは■
原子力発電所などの発電所建設を進めるために、
電源開発促進税法
、
電源開発促進対策特別会計法
、
発電用施設周辺地域整備法
に基づいて、電気料金に上乗せされている電源開発促進税をもとに、国が発電所周辺の自治体に支払う交付金。
) (
交付金のモデルケース（原発１基）
運転開始前　　　　　　　　　４５０億円
運転開始後（３５年間）　　２０００億円
原発１基　　　　　　　　約２５００億円
全国５４基　　　　　　　
１３兆円
※出典：週刊ダイヤモンド
2011
年
4
月
16
日号
) (
賠償金
) (
産業被害・除染
) (
交付金
) (
第三章　原子力発電の必要性について
夏休み前から夏休み後の動きでわかった事を今日は書きたい。
2011
年
9
月現在
■原発の主な追加コスト
●交付金
●賠償金
※原子力損害賠償支援機構法の成立
新機構に対して銀行からの融資や、国民の税金、原子力事業者からの
利益から得られる金によって賠償金を支払う東電の負担を抑えるというもの。
・援助に上限を設けない
・必要があれば何度でも援助
・損害賠償、設備投資等、必要な金額全額を援助
・原子力事業者を債務超過にさせない。
) (
今回の内容
) (
ここまでは前回やった内容
) (
第一章　日本の発電エネルギー事情
　■日本における発電エネルギーとは
　■日本で困難とされる発電エネルギーとは
第二章　原子力発電について
　■日本の原子力発電導入の背景
　■諸外国における原子力発電事情
　■東日本大震災による原子力発電への影響
第三章　原子力発電の必要性について
　■モラル面からみた原子力発電
　■コスト面からみた原子力発電
　■まとめ
第四章　脱原発後の展望
　■スマートグリッド
(
？
)
　■再生可能エネルギーのすすめ
章構成
) (
エネルギー問題について〈テーマ名再考中〉
高橋和真
)
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※補足
原発事故の賠償金約１０兆円＞１０電力会社年間売上総額１５兆円
●産業被害・除染
①日本の食品の輸入規制
・全食品を輸入停止または証明書要求した国　
25
カ国（中国・韓国・
EU
諸国等）
・一部食品を輸入停止または証明書要求　　　
9
カ国（アメリカ・香港・台湾等）　　　　　
農林水産省（
8
月
4
日現在）
・検査強化　　　　　　　　　　　　　　　　
8
カ国（インド・オーストラリア等）
②訪日外客数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③除染コスト
2011
年
7
月
27
日　衆議院厚生労働委員会では、除染コストについて、
カドミウム汚染地域では
８５００億円
（国費投入）
■次回に着目したい点■
原発設置による雇用創出効果・経済影響と、自然エネルギー設置による雇用創出効果・経済影響
ドイツによる自然エネルギー
による雇用創出効果が原発の１２倍
生産誘発額９～１２兆円
雇用創出　４６～６３万人
※環境省「エネルギー供給
WG
報告」参照
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 (
迷走中です。
なんとか経済に近づけたくて雇用効果だったりを調べてたのですが、原発推進のデータが少なく、平等な視点で評価できなかったです。ゴールが見えません。
) (
日本は
自然エネルギー後進国
) (
予想していた経済への影響が数値からも現実的に・・・
) (
※日本政府観光局、明治安田アセットマネジメントより
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５０％減
年間換算
６５００億円相当
)
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